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要約

本稿では、日本の家庭で発生している食品ロスはどのようにして生まれ、どのようにす
れば減らすことができるかについて考察していく。日本では食品ロスを減らすために「食
品ロスの削減の推進に関する法律」が令和元年5月31日に公布、同年10月1日に施行され
た。また、持続可能な開発目標（SDGs）にも「つくる責任　つかう責任」と掲げられてお
り、2030年までに1人あたりの食料の廃棄を半減させるという目標があるため、今後ます
ます食品ロスの削減は重要となる。
　よって、本稿では各家庭から発生する「家庭系食品ロス」に焦点を当て、政府による政
策が食品ロスに関する消費者行動に変化を与えていないことを問題意識とし、食品ロスを
減らす方法を考察していく。
　第1章では農林水産省及び環境省が公表している日本国内の年間食品廃棄量から現状分
析を行う。年間のごみの総処理量や食品ロス量のグラフから考察し、政府による政策が食
品ロスに関する消費者行動に変化を与えていない点を問題意識として述べていく。
　第2章では先行研究として、浅利美鈴ほか（2015）、大村直己（2003）、神吉あずさ（
2006）（2007）、野々村真希（2014）、原田佳子（2018）を挙げる。家庭内食品ロスが発
生する要因について、野々村（2014）、大村（2003）は実態調査を伴う分析を行ってい
る。特に野々村（2014）は、消費者側に食品を食べきる工夫や計画性が欠けているという
要因があるとした上で、家庭内食品ロスの要因は多様であり、それぞれに応じた対策が必
要であると結論づけた。また、神吉（2006）（2007）では、調理前後の廃棄について、冷
蔵庫の管理や食品の過剰調理などを要因に挙げている。これに加え、浅利（2015）では、
家庭内食品ロスの対策として冷蔵庫のこまめな管理や食品の収納、および管理方法に工夫
が必要であると述べた。さらに、企業と家庭の食品ロスの発生要因の違いについて述べた
原田（2018）では、一般家庭における食品ロスについて、食べ物を大切にする心の欠如や
自分に必要な食べ物の量や種類を把握していないことがひとつの要因であると結論づけ
た。
　第3章では、家庭内での食品ロスの削減を検討するため、浅利ほか（2015）で用いられ
たインターネットアンケート調査を基に分析を行う。「あなたの家では、次の食品類を、
ほとんど手をつけずに廃棄したことがこの1年でどの程度ありますか？家族等と同居して
いる場合、あなた以外の家族等の状況も確認してお答えください。」という質問項目を被
説明変数とし、廃棄された食べ物の品目ごとに性別、結婚の有無といったものを説明変数
として、プロビット回帰分析、独立サンプルT検定を用いて分析を行う。その結果、男性
より女性の方が食品を捨てやすい、年齢が上がるほど食べ物を捨てる人は減る、賞味期限
と消費期限の違いを理解していない人ほど食品の廃棄は増える、結婚の有無・子どもの数
は食品ロスに直接的な影響をもたらさないことが明らかになった。さらに、捨てる人と捨
てない人では買い物の頻度や冷蔵庫のチェックの頻度で違いが見られ、性差や廃棄の差で
行動や知識に違いがあるということも立証できた。
　第4章では、分析の結果を踏まえ、①食品ロスに関する若者向けの政策、②期限表示に
関する政策の2つの政策提言を行う。①では、第3章において年齢が上がるほど食べ物を捨
てる人が減るという結果から、特に若年層向けに知識の普及を行う必要があると考え、政
策提言を行う。我々は小中学生に実際に道徳の時間や林間学校などを通して農地体験を
行ってもらい、自らが取ったもので料理をし、「食とは何か」を体験し、学習を促すこと
が必要だと考えた。この体験から「食の大切さ」を学ぶことで、食品ロス削減に対する意
識向上が見込まれる。今後の教育現場において、食品ロス削減や社会情勢を考える上で子
供たちが馴染みやすい機会を提供していく必要があるだろう。②では、同じく第3章にお
いて消費期限と賞味期限の違いを理解している人ほど食品を廃棄しにくくなることから、
期限表示の理解を促すことが食品ロスの削減に繋がると考え、「消費期限」を「安全期
限」と名称を変更することを提言する。現在の「賞味期限」「消費期限」という名称は、
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読み方が非常に近く、同義語であると捉えられている可能性がある。明確に異なる名称に
することで、両者の意味の差別化、および正しい意味の普及を図り、食品の期限内消費を
促すことを目的とする。
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第１章　現状分析・問題意識

第１節　本章の概要

現在、世界中で食品ロスが問題視されている。農林水産省によると日本では東京ドーム
5個分とされる年間612万トン、世界では13億トン、年間生産量の3分の1を廃棄している。
2021年現在、世界人口白書によると世界の総人口は78億7500万人いるといわれている。

そのうち9人に1人が栄養不足であり、約8億7500万人が相当する。日本を含めた先進国で
は生産するか輸入することで人口の食料を賄っている。しかし、食べ残しや賞味期限切
れ、作りすぎによる廃棄が多く、早急に解決することが必要とされる。
今後も世界の総人口は増えるとされ、2050年には約97億人まで増加する見込みである。

人口に伴い栄養不足で苦しむ人々も増えることが考えられる。
2015年国連サミットでは、2030年までの達成を目指す国連社会共通の持続可能な開発目

標（SDGs）が示された。SDGsにおける食品ロスの取り組みには「2030年までに小売・消費
レベルにおける世界全体の1人当たりの食料廃棄を半減させ収穫後損失などの生産・サプ
ライチェーンにおける食料の損失を減少させる」という目標が定められており、達成する
ためにはより一層世界全体で食品ロスについて考えなければならない。
本章では大きく3つに分け、食品ロスの現状分析を行う。1節では上記で示したように本

章の概要、2節では日本の食品ロスの現状について述べる。そして、3節では3分の1ルール
と2分の1ルールに関して、4節では「政府による政策が食品ロスに関する消費者行動に変
化を与えていない点」を問題意識として展開していく。

第２節　日本の食品ロスの現状

図1を見ると、平成30年度の日本国内の年間食品廃棄量は約2,531万トンで、そのうち可
食部分となる食品ロスは約600万トンである。食品ロス量の推計を開始した平成24年度以
降では最小値となったが、大きな減少には至っていない。
　また、この約600万トンの食品ロスは、食品関連事業者から発生する事業系食品ロス量
と、家庭から発生する家庭系食品ロス量に分けることができる。事業系食品ロス量は約
324万トン、家庭系食品ロス量は約276万トンであり、前年度と比較すると、どちらも減少
しているが、大きな削減には至っていない。
　これらの結果から、日本における食品ロスは、近年少しずつ改善が見られるものの、大
幅な改善までは見られないのが現状である。

（図1）　食品ロス量の推移（平成24-30年）
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（出典：農林水産省　食料産業局「食品ロス量の推移」）

第３節　事業者による食品ロス削減の取り組み

　事業者側の食品ロス削減の取り組みは、主に製造業、卸・小売業、外食産業に分けられ
る。まず、製造業について説明していきたいと思う。製造業での取り組みは賞味期限の延
長や年月表示、過剰生産の抑制である。賞味期限の延長ではエバラ食品やキューピーと
いった食品メーカーが乗り出しており、食品ロス削減のために進めている。また、容器包
装を工夫することで賞味期限をさらに延ばすことができ、消費者にとっても使い切れるよ
うになる。年月表示とは、これまでは食品の賞味期限を「年月日」で表示していたものを
「年月」で表示しようというものである。「年月」表示にすることで賞味期限自体を延長
させて、より食品ロス削減に向けた取り組みに貢献できると考えられる。過剰生産の抑制
においては需要に応じた生産をすることができればこれは解決することができる。そこ
で、期待されるのが需要予測精度の向上である。需要を予測することができれば、その分
に応じた生産をするだけで済むので大量生産をすることは少なくなるはずである。
　初めに、卸・小売業について説明していきたいと思う。卸・小売業として挙げられるの
は、売り切り、配送時の汚損・破損削減、小容量販売、バラ売りといった取り組みであ
る。特にバラ売りは食品ロス削減に一役買うとして注目を浴びている。バラ売りだと、必
要なものを必要な時に必要なものだけ購入することができるので食品の廃棄をゼロもしく
は最低限に抑えることができる。また、小容量販売も食べきれる量を販売することで食べ
残しを防ぐことができる。売り切りも無駄な在庫を持つ必要がなくなるため定期的な棚卸
を行っていくことで徹底した食材の期限管理を実現することができ、食品の廃棄を防げ
る。しかし、大量の注文には対応することはできない点がデメリットである。
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　次に、外食産業について説明したいと思う。外食産業では、調理ロスの削減、持ち帰り
への協力、提供サイズの調整などが挙げられる。調理ロスの削減や提供サイズの調整は、
店舗で行っているのを見かけたことは少なくないはずである。こうした取り組みはもちろ
ん続けていくべきであるが、持ち帰りといった取り組みも加速させていくべきである。横
浜市と飲食店予約サイト「ホットペッパーグルメ」を運営するリクルートライフスタイル
は、食品ロス削減につなげるために食べきれずに残った料理を持ち帰れるようにシェア
バッグを無料で提供する取り組みを行っている。これらが事業種ごとの食品ロス削減のた
めの取り組みである。
　他にも、業種に共通して取り組むものが3分の1ルールと2分の1ルールといった商習慣の
見直しやフードバンクの有効活用である。
　まず、3分の1ルールと2分の1ルールについて説明していきたいと思う。食品ロスの発生
に大きく関係しているのが「3分の1ルール」である。賞味期限が6カ月の商品を例とする
と、メーカーが商品を製造して、物流センターから店舗に2カ月以内に納品する納品期
限、店舗が賞味期限の2カ月前までに販売する販売期限、消費者が購入してからの2カ月間
を賞味期限と設定する。これが3分の1ルールである。このルールのもとでは、納品期限ま
でに納品できなかった場合、賞味期限までは期間があったとしても、廃棄となる可能性が
高まり、食品ロスの原因になっている。そこで、食品ロスの削減のため、3分の1ルールに
変わる「2分の1ルール」の採用が広まっている。このルールでは、メーカーが商品を製造
してから納品期限までの期間を3カ月に延長し、店舗では賞味期限の1カ月前までに販売す
ることで、消費者が購入した際に賞味期限が1カ月ある状態で販売できるようになった。
また、販売期限に関しては各小売店によって設定できるように変更された。この2分の1
ルールは、大手スーパー・コンビニエンスストアで拡大していることが明らかになってい
る。

（図3）商慣習の見直し

（出典：消費者庁(2021)「食品ロス削減関係参考資料」）
　　　　　　　　　　　
　次に、フードバンクについて説明していきたいと思う。フードバンクとは生産・流通・
消費などの過程で発生する未利用食品を食品企業や農家などからの寄付を受け、必要とし
ている人や施設等に提供する取組みである。1967年にアメリカで始まり、他にも、カナ
ダ、イギリス、オーストラリアなど様々な国でフードバンク活動が行われている。日本で
は2000年以降にフードバンクが設立された。現在では北海道から沖縄まで100以上の団体
が活動しており、農家や製造業者、小売業者、生協、卸売業者から提供を受けている。
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フードバンクで扱われている食品は「常温加工食品、農産物、米、パン、弁当・惣菜、冷
凍加工食品、冷麺加工食品、水産物・畜産物」等である。食品受取先は「子ども食堂」や
「生活困窮者支援」「地方公共団体・社会福祉協議会等」「児童養護施設」が約6割とさ
れており、他にもシェルターやグループホーム、他のフードバンク団体にも支援をしてい
る。しかし日本ではフードバンクが設立され始めたものの、フードバンク活動の背景とな
る「食品ロスの問題」「貧困問題」への認識が十分に浸透していないことも明らかであ
る。
　またフードバンクによる食品ロス削減量は約4000トンとされているが、現状では600万
トンを超える食品ロスが存在する。フードバンクの数は少しずつ増えてきているものの人
手不足、認知度不足等など様々な問題があり、大幅な効果は見込められない。

 
（図2）フードバンクの現状

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（出典：農林水産省　食料産業局より）

第４節　問題意識

食品ロス問題は、20年ほど前から表面化し始め、現在に至るまで、農林水産省、環境
省、消費者庁などの省庁が食品ロスを抑制するために取り組みを行っている。主な取り組
みとして、大きく2つ、食品リサイクル法と食品ロス削減推進法が挙げられる。
食品リサイクル法は、循環型社会の構築を目指し、売れ残りや食べ残しの「発生抑

制」、食品廃棄物の「再生利用」を掲げ、34業種で発生抑制目標値が設定されている。食
品廃棄物を多量に発生させている食品関連業者には助言、指導や勧告、公表及び命令がで
きるようになっている。
食品ロス削減推進法は、国や地方公共団体、事業者、消費者が連携して食品ロス削減に

取り組むために制定された。都道府県や市町村は、基本方針を踏まえて食品ロス削減推進
計画を策定する努力義務を負っている。政府では、内閣府に関係大臣及び有識者を構成員
として基本方針の案の作成等を行う食品ロス削減推進会議を設置することが定められてい
る。その他にも、消費者庁では商品棚の手前にある商品を選ぶ「てまえどり」を呼びかけ
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る啓発や「食品ロス削減全国大会」の開催、「食品ロス削減推進大賞」を通じて食品ロス
削減を訴えている。環境省や農林水産省も、ホームページで食品ロスに関する情報や削減
方法などを紹介している。さらに、「食品ロス統計調査」やSDGｓとしての目標設定など
の取り組みが行われてきた。
しかし、これらの取り組みでは食品ロスを削減できていないというのが現状である。こ

のことから、政府による政策が食品ロスに関する消費者行動に変化を与えていないことが
問題であると考え、本稿では消費者行動や家庭系食品ロスに着目し、分析を行う。さら
に、そこから得られる結果をもとに、政策提言を行う。

第２章　先行研究及び本稿の位置づけ

第１節　先行研究

本稿では、「政府による政策が食品ロスに関する消費者行動に変化を与えていない点」
を問題意識とし、食品ロスの中でもとりわけ「家庭内食品ロス」について現状分析を行
い、家庭内での食品ロスの削減を検討する。　
　日本の食品ロスについて、野々村（2014）では、家庭内食品ロスに至る具体的な原因を
整理する枠組みを作成した後、実態調査により得られたデータを分析し、家庭内食品ロス
の原因について述べている。野々村（2014）は、日本の食品ロスについて、環境負荷や食
料自給率といった社会的観点や、倫理的観点、世の中の関心も問題視されているとした。
しかし、このような視点での研究を行うにあたり、家庭内における食品ロスの実態につい
て実態調査に基づいた研究は少なく、原因が十分に明らかにされていないと懸念も示し
た。そこで野々村（2014）は、調査対象者に向けて食品廃棄記録、冷蔵庫の中身記録、お
よび面接調査を行い、家庭内での食品ロスの直接的原因を調査した。調査は2010年8〜9月
に実施された。対象は、家庭で食品の管理を主に担当する者で、生協の店舗におけるモニ
ター募集および機縁法により集められた京都市内在住の計14名である。結果として、「買
いすぎにより食べる気を失ったこと」や、野々村（2014）で実態調査に基づく研究・資料
として挙げられていた大村（2003）で懸念されていた「もらいものが好みに合わなかっ
た」など、食品を食べきる工夫や計画性が欠けているという要因が明らかになった。加え
て野々村（2014）は、調査結果から「買ったことを忘れていた」、「そもそも食べきる気
がなかった」といった消極的な姿勢も見られたとしている。このことから、家庭内食品ロ
スの要因は多様であり、それぞれに応じた対策が必要であると結論づけた。また、大村（
2003）は、食品管理者の年齢が高いほど、食品ロスが増加する傾向にあることも指摘して
いる。さらに、神吉（2006）（2007）では、調理前の廃棄理由として冷蔵庫の管理ができ
ていないこと、調理後の廃棄として過剰に調理した食品を食べようと思わなくなったこと
を挙げた。
　これらの実態から、家庭内での食品ロスの要因は多角的であると考えられる。

この現状を踏まえ、実態調査を伴う研究として、浅利ほか（2015）を挙げる。浅利ほか
（2015）では、7242人を対象としたアンケート調査を行い、人々の消費意識や行動につい
て考察を行っている。結果として、手つかずのまま廃棄してしまう食品として、果物・野
菜類、肉・魚介類、豆腐・納豆類が多いことがわかった。また、直接廃棄してしまった理
由として、「気が付いたら期限が切れていた」、「変色や異臭があった」といったものが
挙げられ、買いすぎや嗜好性が影響している可能性や、期限表示に頼る傾向が食品ロスを
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助長している可能性を示唆している。対策として、冷蔵庫のこまめなチェックや食品の収
納や管理の仕方に工夫が必要であるとし、個々人の意識が家庭内ロスを削減する糸口にな
るとしている。

長期間にわたる調査をまとめた先行研究として浅利ほか（2020）も挙げる。浅利ほか（
2020）では、京都市における家庭ごみおよび事業系ごみの細組成調査を中心に、食品ロス
把握のための調査方法および結果の概要を取りまとめている。京都市における家庭ごみ細
組成調査は、40年以上にわたって京都市と京都大学の協働で行われてきた。浅利ほか（
2020）の研究では、そのうち燃やすごみを対象として、京都市内の典型的な住宅形式であ
る町屋住宅，戸建て住宅，中高層住宅を主とする 3 地区を選定し、毎年合計 200〜300
世帯、おおむね 1,000 kg，6,000 L を調査している。結果として示されているのは、燃
やすごみの排出原単位は1980年度の調査から増加しつづけ1990年前後にピークを迎え、
2007年度以降の低減傾向であることが分かった。食品ごみ、食品ロスの発生量はともに
1992年度をピークに減少傾向にあると述べており、食べ残しが減少する一方、手つかず食
品は減っておらず、引きつづきさらなる削減努力が必要であることも主張している。家庭
系食品ごみの詳細調査の結果から食品ロスは、多くの世帯から排出されており、このこと
から幅広い層に届く多様な対策が必要であると述べている。浅利ほか（2020）は、「継続
性と，詳細な調査項目の点において，世界でも類をみない調査といえる。（p282）」と述
べており、食品ロスに関する研究としては一線を画す調査であると言える。
　また、原田（2018）では、食品関連企業と家庭での食品ロスの発生要因の違いに触れて
いる。まず、各企業の食品ロスは偶発的に発生するものではなく、社会構造的に発生する
ものであるとした上で、企業の利潤追求の姿勢が露見し、意図的に食品ロスを生み出して
いると述べている。しかし、一般家庭の場合は、食べ物を大切にする心の欠如や自分に適
切な食べ物の量や種類を把握していないことが一つの要因であるとし、両者の発生要因に
は差異があると結論づけた。

第２節　本稿の位置づけ

野々村(2014)では「家庭内食品ロス」が生まれる行動原因については明言されていたも
のの、食品ロスが生まれなくなるための行動や解決策までには至っていない。また、原田
(2018)では一般家庭と食品関連企業の食品ロスの発生要因には差異があることを示唆して
いるだけで、食品ロスを減らす具体的な方法は明言されていない。浅利(2015)では購入者
の行動(嗜好性や買いすぎ)や食品の期限表示から家庭内で廃棄される食品が増加している
と示唆される。しかし、性別や年齢、職業等に分けた分析までは行われていない。
　そこで、本稿では浅利ほか（2015）で使用されている、7274人を対象とした家庭内食品
ロスに関するインターネットアンケート調査・個票データを使用し、食品ロスが生まれる
要因を明らかにする。本稿の新規性として、実態調査に基づく分析データを用いて、家庭
内食品ロスが発生する要因を捉える点を新規性として、食品ロスに関する消費者行動を変
える具体策を提示する。

第３章　分析
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第１節　使用データ

本稿で使用したデータは、京都大学環境科学センターの浅利美鈴、矢野順也、酒井伸一
の3氏によって共著された「食品ロス発生に関連する消費者の意識と行動」に用いられた
インターネットアンケート調査である。今回、分析を行うにあたって浅利氏からデータを
提供していただいた。
　このデータは、2014年3月にインターネットアンケートにて実施され、年代や性別、居
住都市などの属性に加えて、消費意識や行動に関する20項目の質問を7274人に対して行っ
ている。買い物に行く頻度、冷蔵庫をチェックする頻度などが質問項目にあるが、このア
ンケートで特徴的なのは表1に示されている11個の食材の分類ごと廃棄の頻度やその理
由、食品を買う際に重視する点といった質問である。このデータを使用することで、食品
全体ではなく食品のジャンルごとに食品ロスが生まれている原因について分析できるので
はないかと考え、本稿ではこのデータを使用する。

（表1）アンケート調査で用いられた食品の分類

（ 浅利ほか（2015）より筆者作成）

第２節　変数の説明

本稿では被説明変数に「あなたの家では、次の食品類を、ほとんど手をつけずに廃棄し
たことがこの1年でどの程度ありますか？家族等と同居している場合、あなた以外の家族
等の状況も確認してお答えください。」という質問項目を使用する。質問内容は、表1の
11項目について、家庭内でどの程度廃棄しているか、というものである。「1.週1回程
度、2.月2回程度、3.月1回程度、4.年数回程度、5.ほとんどない」の5段階で、この質問
を被説明変数とすることで、消費者がどのような行動をとっているか、より細分化された
視点から分析できると考える。
　説明変数は、①年齢、②性別、③結婚有無、④子供の数、⑤学歴、⑥世帯年収、⑦一緒
に暮らしている人の数、⑧買い物の頻度、⑨賞味期限と消費期限の違いの認識の有無の9
つの質問項目を使用する。本質問項目を選んだ理由として、本稿の新規性である「実態調
査に基づく分析データを用いて、食品ロスに関する消費者行動を変える具体策を提示する
点」について分析を行うためである。
　各質問項目の選択肢は以下のとおりである。

【①年齢】回答者の年齢
【②性別】0.女性　1.男性
（1）性別については男性と女性のみでLGBTQIA+の項目は用いていない。
【③結婚有無】0.結婚している　1.結婚していない(離死別含む)　
【④子どもの数】1.なし　2.1人　3.2人　4.3人　5.4人　6.5人以上
【⑤学歴】(1.大学院ダミー・0.それ以外）、（1.大学ダミー・0.それ以外）、（1.短
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大・高専ダミー・0.それ以外）、（1.専門学校ダミー・0.それ以外）、（1.高校（旧制中
学）ダミー・0.それ以外）
【⑥世帯収入】1.300万円未満　2.300万円〜500万円未満　3.500万円〜700万円未満　
4.700万円〜1000万円未満　5.1000万円〜1500万円未満　9.1500万円以上
【⑦一緒に暮らしている人の数】1.1人　2.2人　3.3人　4.4人　5.5人　6.6人　7.7人
【⑧買い物の頻度】1. ほぼ毎日　2.週5日程度　3.週3日程度　4.週1日程度　5.月2日程
度　6.月1日程度、7.それ以下
【⑨賞味期限と消費期限の違い】1.賞味期限と消費期限の2種類の違いやその意味を知っ
ていた。　2.2種類の片方の意味しか知らなかった。　3.どちらの違いや意味も知らな
かった。　
　

　なお、各変数の記述統計量は表２に示すとおりである。

（表2）　説明変数の記述統計量

（出典：筆者作成）

第３節　推定方法および推定結果

本節では、家庭内食品ロスの発生要因について検討するため、第2節で述べた被説明変
数、説明変数を用いて、分析を行う。

第１項　プロビット回帰分析

　家庭内食品ロスについて、「あなたの家では、次の食品類を、ほとんど手を付けずに廃
棄したことがこの1年間でどの程度ありますか。家族と同居している場合、あなた以外の
家族等の状況も確認してお答えください」という質問項目をもとに、「週1回程度」「月2
回程度」「月1回程度」「年数回程度」と回答した人（以下捨てたことがある）を1、「ほ
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とんど捨てない」と回答した人（以下ほとんど捨てない）を0とするダミー変数を作成
し、魚介類・肉類をはじめとする全11品目について回帰分析を行った。

　各品目のp値、修正済み決定係数を以下にまとめる。
（表3）　推定結果1

（出典：筆者作成）

（表4）　推定結果2

（1）小数点第4位以下を四捨五入。
（2）サンプルサイズは6660。
（3）*は5％以下で有意、**は1％以下で有意、***は0.1％で有意であることを示す。
（4）（）外はp値、（）内は係数を示す。
(5) 調味料と缶詰の買い物の頻度は、質問項目になかったため本稿でも加えなかった。

（出典：筆者作成）
この結果から、全体として年齢、性別、買い物の頻度、消費期限と賞味期限の違いの認識
の有無の4項目で有意な値を得ることができ、これらが家庭内食品ロスの要因に関わって
いる可能性が高いことがうかがえる。年齢では、惣菜・お弁当類を除く10項目で負の係数
値をとり、年齢が上がるほど食べ物を捨てる人は減ると解釈できる。性別では、全体とし
て男性が食品を捨てやすい傾向にあることが結果から読み取れ、女性の方が食品を捨てに
くい傾向にあることがわかった。特に、消費期限と賞味期限の違いの認識の有無では、す
べての項目で有意となる結果が得られ、消費期限と賞味期限の違いを理解している人ほど
食品を廃棄しにくいこともわかった。さらに、買い物の頻度では、調味料と缶詰は検定に
加えられていなかったものの、それら以外では有意な結果が得られた。このことから、買
い物の頻度が多い人ほど食品を廃棄しやすい傾向にあることがわかった。
　また、結婚の有無や子供の数が直接的な影響をもたらさないことから、結婚や出産など
の生活の変化が食品の廃棄の増減に変化を与えないことも予想される。
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第２項　独立サンプルT検定

第1項では、消費期限と賞味期限の違いの認識の有無と買い物の頻度がほぼすべての項
目で有意となったことを述べた。そこで、本稿は消費者の行動や知識が廃棄の差に影響を
もたらすのかに着目して性別やよく廃棄する人と廃棄しない人の間でそれらに差が現れる
のか検定を行った。本検定に因子として用いた質問項目はq3、q4、q8、q12、q13，q19の6
つである。以下に因子（質問内容）と検定に用いた水準を示す。

因子（質問内容）
Q3「あなたは、家庭での料理や食事の準備について、どの程度担当していますか。」
Q5「あなたの家では、家庭内で食べる次の食品類について、どの程度の頻度で買い物しま
すか。家族等と同居している場合、あなた以外の家族等の購入頻度も確認してお答えくだ
さい。 」
Q8「あなたは、次の食品類を購入する際、期限表示を確認し、新鮮なものを選ぶようにし
ていますか。」
Q12「あなたの家では、食品類の買い物は、事前に計画して、それに基づいて行っていま
すか。家族等と同居している場合、食品類の買い物を主に担当している方の状況を確認し
てお答えください。」
Q13「あなたの家では、冷蔵庫や冷凍庫、食品庫等の在庫チェックを、どの程度行ってい
ますか。家族等と同居している場合、あなた以外の家族等の状況も確認してお答えくださ
い。」
q19「消費期限と賞味期限の違いをご存じでしたか。」

水準
「性別」男性（0）と女性（1）
捨てる人（1）と捨てない人（0）

【q3（調理の頻度）】

(表5)　検定結果

（1）小数点第4位以下を四捨五入。
（2）*は5％以下で有意、**は1％以下で有意、***は0.1％で有意であることを示す。

（出典：筆者作成）

【q5（買い物の頻度）】
(表6)　検定結果
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(1) 小数点第4位以下を四捨五入。
(2) *は5％以下で有意、**は1％以下で有意、***は0.1％で有意であることを示す。
(3) 調味料と缶詰は質問項目に含まれていなかったため検定は行わなかった。

（出典：筆者作成）

【q8（購入時の期限表示の確認）】
(表7)　検定結果

(1) 小数点第4位以下を四捨五入。
(2) *は5％以下で有意、**は1％以下で有意、***は0.1％で有意であることを示す。
(3) 缶詰は質問項目に含まれていなかったため本検定は行わなかった。

（出典：筆者作成）

【q12（メモに基づいての購入）】
(表8)　検定結果
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(1) 小数点第4位以下を四捨五入。

（出典：筆者作成）

【q13（冷蔵庫のチェック）】
表9　検定結果

(1) 小数点第4位以下を四捨五入。
(2) *は5％以下で有意、**は1％以下で有意、***は0.1％で有意であることを示す。
(3) レトルト食品、即席麵類、調味料、缶詰は本検定に加えなかった。

（出典：筆者作成）
【q19（賞味期限と消費期限の違いの認識の有無）】

(表10)　検定結果

(1) 小数点第4位以下を四捨五入。
(2) *は5％以下で有意、**は1％以下で有意、***は0.1％で有意であることを示す。

（出典：筆者作成）

　まず、全体の結果から見ると全項目で性別には有意性が見られた。q3（調理の頻度）、
q12（メモに基づいての購入）では、性別で有意性は見られたものの、食品ジャンルごと
の捨てる人と捨てない人では有意となる結果は得られなかった。この結果から言えること
は、男性より女性の方が調理の頻度や購入時にメモを用いることが多くなることがわかっ
た。q5（買い物の頻度）、q13（冷蔵庫のチェック）、q19（賞味期限と消費期限の違い）
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では、性差と廃棄の差の両方で有意となる結果が得られた。買い物の頻度と賞味期限と消
費期限の違いにおいて、男性と女性では女性の方が買い物の頻度が多く、賞味期限と消費
期限の違いを理解していることがわかった。捨てる人と捨てない人では、プロビット回帰
分析の結果と同様に捨てる人の方が買い物の頻度が多く、捨てない人の方が賞味期限と消
費期限の違いを理解しているという結果が得られた。また、q13においては女性の方が冷
蔵庫のチェックの回数が多い傾向にあることが分かった。捨てる人と捨てない人の間で
は、捨てる人の方が冷蔵庫のチェックの回数が多くなりやすいことが読み取れた。q8（期
限表示の確認）では、廃棄の差の部分で有意となる食品ジャンルと有意とならない食品
ジャンルに分かれた。【魚介類、肉類】、【乳卵類】、【野菜、果物類】、【豆腐、納豆
類】では有意性は見られなかったものの、【パン類】、【惣菜、お弁当類】、【冷凍食
品】、【レトルト食品、即席麺類】、【菓子類】、【調味料】、【缶詰】では有意となっ
た。女性の方が男性より期限表示を確認して購入するという結果になった。そして、【パ
ン類】、【惣菜、お弁当類】、【冷凍食品】、【レトルト食品、即席麺類】、【菓子
類】、【調味料】、【缶詰】の品目でよく捨てる人ほど期限表示を確認して購入するとい
う傾向があることもわかった。

第４節　考察

以上の分析結果から、品目ごとに性別、年齢といった外的要因が食品ロスに影響を与え
ていることが明らかになった。特に買い物の頻度、賞味期限と消費期限の違いの認識の有
無の2点は、多くの項目でそれぞれ正負の相関があることが立証され、他の説明変数と比
較してより強い影響を与えているといえる。また、独立サンプルT検定により、男性より
も女性の方が調理の頻度、買い物の頻度、冷蔵庫のチェックが多い傾向にあり、期限表示
を確認して購入するといった行動でも女性と男性では有意性が見られた。また、知識の面
でも女性の方が賞味期限と消費期限の違いを理解していることが言えるため、男性と女性
では食品に関する行動や知識が異なっていることがわかる。プロビット回帰分析の結果と
重ね合わせると女性の方がより廃棄しにくい傾向にあることから、これらの知識や行動と
廃棄の差に関連性があることも推測できる。
捨てる人と捨てない人の間では買い物の頻度、冷蔵庫のチェック、賞味期限と消費期限

の違いの認識の有無、購入時の期限表示の確認において有意な結果が得られたことから、
この4点は特に食品ロスとの関わり合いが強いと考えられる。期限表示の確認において、
パン類、豆腐・納豆類で有意性がなかったことは消費期限の期間が4日〜6日と似通ってい
ることが一つの理由に挙げられると考える。
これらの分析結果をもとに政策提言を第4章で述べていく。
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第４章　政策提言の方向性

第１節　本章の概要

本稿では、インターネットアンケートのデータを使用し、いくつかの分析を行った。そ
の結果、品目ごとに性別、年齢、消費者の知識や行動といった外的要因が食品ロスに影響
を与えていることが分かった。第2節では、年齢が食品の廃棄の差を与えている結果を基
に若年層に焦点を当てた政策提言を行う。第3節では、賞味期限と消費期限の違いの認識
の有無によって廃棄に差が表れることから期限表示に関する政策提言を行う。

第２節　政策提言1：食品ロスに関する若年層
向けの政策

第１項　政策提言1の概要

　本稿における第3章第3節第1項において、年齢では、野菜・果物類を除く10項目で負の
係数値をとり、年齢の要素が有意性を持っていることが明らかになった。そのため、年齢
が上がるほど食べ物を捨てる人が減ることから、特に若年層向けに知識の普及を行ってい
く必要があると考えた。

第２項　政策提言1-1　学校給食を通じた学習

　また、食べ物が当たり前に存在している訳ではなく、栄養不足に困っている人々が、世
界の総人口の9人に1人存在している。その背景とともに、学校給食を通じて命の大切さを
学ぶことも重要であると考える。学校給食では牛乳の飲み残しが問題となっており、2018
年に大阪府東大阪市が約5000人に行った調査によると、1週間で牛乳200mlが706本飲み残
されたことが明らかになった。牛乳に限ったことではないが、食材が学校給食になるまで
の過程を幼いうちに学んでもらうことが、根本的な食品ロス対策になるのではないかと考
えた。

第３項　政策提言1-2　教育現場に向けた政策

【概要】

第3章第3節第1項において、年齢では、野菜・果物類を除く10項目で負の係数値をとり、
年齢の要素が有意性を持っていることが明らかになった。そのため、年齢が上がるほど食
べ物を捨てる人が減ることから、特に若年層向けに知識の普及を行っていく必要があると
考えた。

　このような現状から小中学生に実際に道徳の時間や林間学校などを通して農地体験を
行ってもらい、自らが取ったもので料理をし、「食とは何か」を体験する機会を設けるこ
とが必要である。実際に千葉県木更津市では特別授業として食品ロス、食品リサイクルに
ついて教育・啓発をしている。子供たちが食材になりきってどうしたら「もったいない」
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が減らせるのかを子どもたち自身に考えを促す授業をしている。また農地体験授業では給
食で使用している地元産品生産者の農場で学び、食べものをつくる大切さを知ることから
食べ残し削減に繋げようとした取り組みが行われている。「食の大切さ」を学び、実践し
ている児童生徒を増加させ食品ロスを防止させること、関心を持つことで食品ロス削減に
対する意識が向上するため、我々は教育現場に食品ロス削減や社会情勢を考える上で子供
たちが馴染みやすい機会を提供していく必要があると考える。

【期待される効果】

　子供たちが食品ロスや食品リサイクルの授業を学んだことにより、家庭での食事にも影
響が及び、日頃から食品ロスや食べ残しについての話を家でするようになった、給食以外
で家庭の食卓も残さず食べるようになったなど学校外での効果をも得ている。また家庭で
食材を買いすぎないよう買い物前に家にあるものを確認するようになった、家族の間でも
食べ残しをしないようになったなど、子供が持ち帰った知識が保護者の食品ロスへの考え
方にも変化を与えることも期待ができる。

　特別授業実施前と比べ、対象の全学年において残菜は減少し、対象学年全体で約46.3％
残菜が減少した結果を踏まえ、これだけでも食べ残し削減効果、今後の児童・生徒の食品
ロスに向けた行動、意識の変化、家庭への波及効果を与えられる。

【問題点・解決策】

　この提言を行うに当たって学校の周辺環境の事情等から体験を行うことができない学校
が発生してしまうという問題点が挙げられる。その解決策として、より身近に感じるため
に普段からの学校教育で受ける「家庭」での授業でも、積極的に食品ロス削減を意識した
調理実習授業を行うことで同様の効果が得られると考える。

第３節　政策提言2：期限表示

第１項　政策提言2の概要

　本稿における第3章第3節第1項において、消費期限と賞味期限の違いの認識の有無で有
意となる結果が得られた。また消費期限と賞味期限の違いを理解している人ほど食品を廃
棄しにくくなることがわかった。また、第3章第3節第2項において、買い物の頻度と賞味
期限・消費期限の違いでは、男性と女性では女性の方が買い物の頻度が多く、賞味期限と
消費期限の違いを理解していることがわかった。このことから、期限表示の理解を促すこ
とが、より食品ロスの削減に繋がるのではないかと考えた。

第２項　政策提言2-1　期限表示の理解促進

　第3章第3節第1項において、買い物の頻度が多い人ほど食品を廃棄しやすい傾向にある
ことが分かり、前述のとおり、消費期限と賞味期限の違いを理解している人ほど食品を廃
棄しにくくなることが分かったため、スーパー等で食品を購入する人々に対して、さらに
知識の普及を行う必要があると考える。徳島県が食品ロス啓発活動の効果を調査したとこ
ろ、メッセージの発信で最も効果があったのは、レジで支払いを終えた買い物客が品物を
袋に詰めるサッカー台の天板の上に掲示することであることが判明した。この発信は継続
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しつつ、加えて期限表示の意味を理解してもらう必要性があると考えた。
　
　現在、食品の期限表示には「消費期限」と「賞味期限」があるが、その意味は若干異
なっている。消費期限は、表示された保存方法の通りに未開封で保存した場合、表示され
た「年月日」まで、「安全に食べられる期限」のことを指す。これは弁当や惣菜などの比
較的傷みやすい食品に表示され、これを過ぎた食品は劣化が急激に進むことで安全性を欠
くため、食べるべきではないとされている。一方の賞味期限は、表示された保存方法の通
りに未開封で保存した場合、表示された「年月日」まで、「品質が保たれ、おいしく食べ
られる期限」のことを指す。これはカップ麺やスナック菓子、レトルト食品や缶詰などの
日持ちする食品に表示されるが、消費期限と異なり、賞味期限を過ぎてもすぐに食べられ
なくなるわけではない。
　
　特に「消費期限」を表示している食品は、期限が切れると急激に劣化が進むため、これ
を理解しておかないと食品ロスに繋がってしまう。また、安全に保存できる期限がおおよ
そ5日以内であることから、購入した後にすぐに使い切ってもらう必要がある。このこと
から、現在の「消費期限」と「賞味期限」を今後も使っていくのであれば、特に消費期限
を設定している食品のパッケージには、期限内に消費しなければいけないという意味を
はっきりと記載して、理解を深めてもらうとともに、早期の消費を促して廃棄に繋がらな
いような試みが必要だと考える。

第３項　政策提言2-2　「消費期限」の名称変更

　前項では、現在の「消費期限」と「賞味期限」を引き続き用いた場合の政策提言を行っ
た。しかし、この2つの期限表示は、同義語として捉えられるケースや、それぞれの意味
を理解していないケースが多く、人々の間に誤った認識を生んでいる。そのため本項で
は、現状の「消費期限」と「賞味期限」という表示から名称を変更して、新たに「安全期
限」と「賞味期限」という2つの名称を用いることを提言する。

　名称を変更する理由として、現状の消費期限と賞味期限の意味を明確に区別すること
で、両者の意味の違いを消費者に訴えることができると考えたからである。前文で述べた
ように、現状、消費(しょうひ)期限と賞味(しょうみ)期限という類似した読み方であるた
め、この2つの期限表示が同義語として捉えられている可能性がある。「消費期限」を
「安全期限」という名称に変更することで、呼称の差別化を図り、両者の正しい意味の理
解促進が期待される。

　消費期限のある食品は、期限が過ぎると急激な劣化が進み、食べるべきではないとさ
れ、安全期限内に消費することが賞味期限よりも安全性が高い。食品を期限内に消費する
ことを促すためにも、明確に異なる名称に変えるべきではないかと考え、「消費期限」の
名称変更を提言する。

第５章　終わりに
　本稿では、消費者行動や家庭系食品ロスに着目して実証分析や政策提言を行った。今回
の実証分析では、年齢、性別、賞味期限と消費期限の違いの認識の有無、買い物の頻度に
おいて廃棄の差が生まれていることが分かった。また、捨てる人と捨てない人では冷蔵庫
のチェックに差が見られることも明らかになった。
　これらの結果から、政策提言1では食品ロスに関する若年層向けの政策提言として、学
校給食を通じた学習と教育現場に向けた政策を挙げた。学校給食においては多量の食べ残
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しや飲み残しが問題となっており、こうした食品ロス問題を小学生にも知ってもらうこと
で問題の解決につなげたいと考えた。しかし、残すこと自体を悪ととらえるのではなく、
食材が無為に廃棄されてしまっている現実を丁寧に伝えていく必要がある。教育現場に向
けた政策としては、「食とは何か」、「食の大切さ」を学ぶ機会を設けることで食との触
れ合いを通じて食品ロスを防止しようという狙いがある。食に関するフィールドワークや
授業を行っていくことで、児童たちに食材を作る大変さや実際の調理を体験してもらうこ
とで、食品ロスを防ぐ意識や知識を身に着けてもらいたいと考える。また、授業の内容や
フィールドワークの内容には児童に興味を持ってもらえるようにしたり、家庭でも実践し
てもらえるように創意工夫を行っていく必要がある。この政策は、すでに小学校などでも
特別授業として実践している学校もあるため、実践後の効果などから好影響を与えている
ことが言える。
　政策提言2では、期限表示の理解促進と「消費期限」の名称変更を提言した。1つ目の期
限表示の理解促進については、買い物の頻度が多い人ほど食品を廃棄しやすい傾向にある
ことから、スーパーなどの小売店で食材を購入する人に賞味期限と消費期限の違いを知っ
てもらうことが重要であると考えた。期限表示の理解促進は、分析においても有意な結果
を得られたことから重要な政策であることが言える。賞味期限と消費期限の誤った認識を
正すとともに理解促進を進めていくことが食品ロス削減につながると考えた。「消費期
限」の名称変更は、現在の名称を改め、消費者に「安全に保存できる期限」と伝えるため
に提言した。前述したとおり、消費と賞味でという名称では消費者が混同してしまう恐れ
があり理解促進を阻害してしまうのではないかと考えた。そこで、「消費期限」を「安全
期限」と改めることで消費者に理解してもらう狙いがある。
　以上の提言を本稿では行ったが、課題も混在してしまっている。若年層向けの政策は、
マニュアルの制作やたった一度の経験で終わらせることなく、継続的に授業やフィールド
ワークを行っていくことが求められると考えられる。こうした課題の克服については、本
稿では言及することができなかった。そして、全体に言えることとしてどの提言も分析の
結果から導き出したものの、そこにとどまっており、今後さらなる肉付けとして研究やヒ
アリング、実測などを行いたいと考える。
　最後に、本稿の研究によって食品廃棄が消費行動や年齢、性別で生まれやすさが変わっ
てくることを明らかにした。SDGｓにも記されている食品ロス問題の解決の一助になるこ
とを期待し、本稿を締めくくる。
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1.あなたの今暮らしている家について、一緒に暮らすご家族等の人数をご回答ください。
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2.あなたの今暮らしている家には、何世帯が暮らしていますか。

3.あなたは、家庭での料理や食事の準備について、どの程度担当していますか。

4.あなたは、家庭で食べる食品類の買い物について、どの程度担当していますか。

5.あなたの家では、家庭内で食べる次の食品類について、どの程度の頻度で買い物します
か。家族等と同居している場合、あなた以外の家族等の購入頻度も確認してお答えくださ
い。

6.あなたの家では、家庭で食べる次の食品類について、どこで買いますか。利用するとこ
ろを全てお答えください。家族等と同居している場合、あなた以外の家族等の状況も確認
して全てお答えください。

7.あなたの家では、家庭で食べる次の食品類について、主にどこで買いますか。家族等と
同居している場合、あなた以外の家族等の状況も確認して一番よく利用するところをお答
えください。

8．あなたは、次の食品類を購入する際、期限表示を確認し、新鮮なものを選ぶようにし
ていますか。

9．あなたは、次の食品類について、期限表示に応じて値引きをしていたら、そちらを選
びますか。

10.あなたは、次の食品類について、個売りより、数個セット（パック）の方が割安の場
合、そちらを選びますか。

11.あなたが、次の食品類を買う際に最も重視するのは何ですか。

12.あなたの家では、食品類の買い物は、事前に計画して、それに基づいて行っています
か。家族等と同居している場合、食品類の買い物を主に担当している方の状況を確認して
お答えください。

13.あなたの家では、冷蔵庫や冷凍庫、食品庫等の在庫チェックを、どの程度行っていま
すか。家族等と同居している場合、あなた以外の家族等の状況も確認してお答えくださ
い。

14.あなたの家の夕食について、次の食事形態でとる頻度はどの程度ですか。家族等と同
居している場合、家族全体の傾向についてお答えください。

15.あなたの家では、次の食品類を、ほとんど手をつけずに廃棄したことがこの1年でどの
程度ありますか。家族等と同居している場合、あなた以外の家族等の状況も確認してお答
えください。

16.あなたの家で、ほとんど手をつけずに次の食品類を廃棄したときの原因を選んでくだ
さい。最も最近捨てたものの一番の原因についてお答えください。家族等と同居している
場合、あなた以外の家族等の状況も確認してお答えください。

17.あなたは、次の食品類が、開封されないまま期限が切れていたとき、どのように対応
しますか。家族等と同居しており、あなた自身が判断しない場合は、家族等の判断を確認
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してお答えください。

18.あなたの家では、次の野菜や果物が半分程度痛んでいた場合、どうしますか。家族等
と同居している場合、料理（食事準備）を主に担当している方の状況を確認してお答えく
ださい。

19.あなたは、賞味期限と消費期限の違いについてご存じでしたか。

20.あなたは、手つかず食品などの食品ロスを減らすための次の対策について、どの程度
有効だと思いますか。
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